
国
民
健
康
保
険

﹁
マ
イ
ナ
保
険
証
﹂
を
持
っ
て
い
る
方

　
医
療
保
険
の
資
格
情
報
を
確
認
で
き
る
「
資

格
情
報
の
お
知
ら
せ
」
を
郵
送
し
ま
す
。
引
き

続
き
受
診
す
る
と
き
は
、
マ
イ
ナ
保
険
証
（
健

康
保
険
証
の
利
用
登
録
が
さ
れ
た
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
）
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

﹁
マ
イ
ナ
保
険
証
﹂
を
持
っ
て
い
な
い
方

　
従
来
の
保
険
証
と
同
じ
サ
イ
ズ
の
「
資
格
確

認
書
」
を
郵
送
し
ま
す
。「
資
格
確
認
書
」
を

提
示
し
て
受
診
で
き
ま
す
。
新
し
い
「
資
格
確

認
書
」
の
色
は
『
水
色
』
で
す
。

※
「
資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
」
ま
た
は
「
資
格

確
認
書
」は
７
月
下
旬
に
郵
送
し
ま
す
。
ま
た
、

記
載
内
容
に
相
違
が
あ
れ
ば
、
早
め
に
届
け
出

て
く
だ
さ
い
。

70
歳
か
ら
74
歳
の
負
担
割
合

　
70
歳
か
ら
74
歳
の
方
に
送
付
す
る
「
資
格
情

報
の
お
知
ら
せ
」
ま
た
は
「
資
格
確
認
書
」
に

は
、医
療
費
の
負
担
割
合
が
記
載
さ
れ
て
お
り
、

２
割
ま
た
は
３
割
に
区
分
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
10
ペ
ー
ジ
表
１
）

限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
の
更
新
を

○

マ
イ
ナ
保
険
証
の
方
　
申
請 

　
不
要

○

資
格
確
認
書
の
方
　
　
申
請 

　
必
要

　
医
療
機
関
で「
資
格
確
認
書
」と
一
緒
に
提
示

す
る
こ
と
で
、食
費
や
居
住
費
の
標
準
負
担
額
、

医
療
費
の
１
カ
月
あ
た
り
の
自
己
負
担
額
が
限

度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。（
10
ペ
ー
ジ
表
２
）

　
認
定
証
の
交
付
を
受
け
る
に
は
、
申
請
が
必

要
で
す
。
申
請
が
必
要
な
方
は
保
健
医
療
課
ま

た
は
各
支
所
で
手
続
き
し
て
く
だ
さ
い
。

※
保
険
料
に
滞
納
が
あ
る
方
は
認
定
で
き
ま
せ

ん
。

申
請
が
必
要
な
方
︵
毎
年
申
請
が
必
要
︶

○

70
歳
以
上
の
国
保
被
保
険
者
で
、
現
役
並
み

所
得
Ⅰ
・
Ⅱ
の
世
帯
の
方
ま
た
は
住
民
税
非

課
税
世
帯
の
方

○

70
歳
未
満
の
国
保
被
保
険
者

長
期
入
院
の
方

○

マ
イ
ナ
保
険
証
の
方
　
申
請 

　
必
要

○

資
格
確
認
書
の
方
　
　
申
請 

　
必
要

　
認
定
区
分
が
オ
ま
た
は
低
所
得
者
Ⅱ
と
な
る

方
で
、
過
去
12
カ
月
の
期
間
内
の
入
院
日
数
が

合
計
90
日
を
超
え
、
そ
の
間
が
非
課
税
世
帯
で

あ
っ
た
場
合
は
、
標
準
負
担
額
が
さ
ら
に
減
額

と
な
り
ま
す
。（
10
ペ
ー
ジ
表
２
）

申　

請

　
現
在
、長
期
入
院
に
該
当
す
る
認
定
証
を
持
っ

て
い
る
方
へ
申
請
書
を
郵
送
し
ま
し
た
。保
健
医

療
課
ま
た
は
各
支
所
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

後
期
高
齢
者
医
療
保
険

　
後
期
高
齢
者
医
療
資
格
確
認
書
は
、
７
月
末

ま
で
に
対
象
の
方
全
員
に
、
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
か
ら
郵
送
さ
れ
ま
す
。
郵
送
は
黄
色

の
封
筒
に
入
れ
て
特
定
記
録
郵
便
で
送
付
さ
れ

ま
す
。
新
し
い
資
格
確
認
書
は
、
こ
れ
ま
で
と

同
じ
大
き
さ
で
『
オ
レ
ン
ジ
色
』
で
す
。

　
マ
イ
ナ
保
険
証
を
持
っ
て
い
る
方
は
、
こ
れ

ま
で
ど
お
り
マ
イ
ナ
保
険
証
を
提
示
し
て
受
診

で
き
ま
す
。持
っ
て
い
な
い
方
は
、送
付
さ
れ
た

資
格
確
認
書
を
提
示
し
て
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
は

廃
止
さ
れ
ま
し
た

○

マ
イ
ナ
保
険
証
の
方
　
申
請
　 

不
要

○

資
格
確
認
書
の
方
　
　
申
請 
　
必
要

　
国
の
法
改
正
で
令
和
６
年
12
月
２
日
以
降
、

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
は
発

行
さ
れ
な
く
な
り
ま
し
た
。
必
要
な
方
に
は
、

申
請
に
よ
り
自
己
負
担
限
度
額
の
区
分
を
併
記

し
た
資
格
確
認
書
を
発
行
し
ま
す
。
こ
の
資
格

確
認
書
を
提
示
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
食
費
や

居
住
費
の
標
準
負
担
額
、
医
療
費
の
１
カ
月
あ

た
り
の
自
己
負
担
額
が
11
ペ
ー
ジ
表
４
の
と
お

り
の
限
度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　
必
要
な
方
は
保
健
医
療
課
ま
た
は
各
支
所
で

申
請
手
続
き
し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
が
必
要
な
方

　
資
格
確
認
書
の
適
用
区
分
欄
（
負
担
割
合
欄

の
下
）に
記
載
の
な
い
方
で
、次
に
該
当
す
る
方

ア　
現
役
並
み
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
に
該
当
す
る
方

イ　
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
属
す
る
方

低
所
得
者
Ⅱ
で
長
期
入
院
の
方

○

マ
イ
ナ
保
険
証
の
方
　
申
請 

　
必
要

○

資
格
確
認
書
の
方
　
　
申
請 

　
必
要

　
過
去
12
カ
月
の
入
院
日
数
が
合
計
90
日
を
超

え
る
場
合
、
申
請
に
よ
り
標
準
負
担
額
が
さ
ら

に
減
額
と
な
り
ま
す
。該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
方

は
、
医
療
機
関
が
発
行
し
た
領
収
書
な
ど
入
院

日
数
が
確
認
で
き
る
も
の
を
持
参
し
て
、保
健
医

療
課
ま
た
は
各
支
所
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

８
月
か
ら

国
民
健
康
保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
が

マ
イ
ナ
保
険
証
ま
た
は

資
格
確
認
書
に
代
わ
り
ま
す
。

　
　
　
　
　

問
い
合
わ
せ　

保
健
医
療
課　

☎
59
２
１
４
１

有効期限が過ぎた古い保険証や
資格確認書は、保健医療課また
は各支所に返却するか、自身で
廃棄してください。
また、「資格情報のお知らせ」や
「資格確認書」の記載内容と事
実に相違があれば、早めに届け
出てください。

insurance

　
令
和
６
年
度
定
額
減
税
補
足
給
付
金
（
調
整

給
付
）
の
対
象
外
に
な
っ
て
い
た
方
へ
の
減
税

お
よ
び
令
和
６
年
分
所
得
税
が
確
定
し
た
こ
と

で
、
調
整
給
付
の
支
給
額
に
不
足
が
生
じ
た
方

へ
の
給
付
が
行
わ
れ
ま
す
。

︻
定
額
減
税
︼（
手
続
き
不
要
）

対　

象

　
納
税
義
務
者
本
人
の
令
和
６
年
分
の
合
計
所

得
金
額
が
１
０
０
０
万
円
を
超
え
、
１
８
０

５
万
円
以
下
で
、
同
一
生
計
配
偶
者
（
令
和
６

年
分
の
合
計
所
得
金
額
が
48
万
円
以
下
の
方
で

国
内
居
住
者
に
限
る
）
が
い
る
方

定
額
減
税
可
能
額

　

令
和
７
年
度
個
人
住
民
税
所
得
割
額
か
ら

１
万
円
を
上
限
に
減
税

︻
不
足
額
給
付
︼

対　

象

　
令
和
７
年
１
月
１
日
時
点
市
内
在
住
で
、
次

の
不
足
額
給
付
Ⅰ
ま
た
は
不
足
額
給
付
Ⅱ
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
方

〈
不
足
額
給
付
Ⅰ
〉

　
所
得
減
少
な
ど
の
理
由
で
、
昨
年
度
に
実
施

し
た
調
整
給
付
の
支
給
額
に
不
足
が
生
じ
る
方

〈
不
足
額
給
付
Ⅱ
〉

　
令
和
６
年
度
定
額
減
税
の
対
象
外
で
、
次
の

要
件
を
全
て
満
た
す
方

①
令
和
６
年
分
の
合
計
所
得
金
額
が
48
万
円
以

上
の
方
や
、
青
色
事
業
専
従
者
お
よ
び
事
業

専
従
者
（
白
色
）
な
ど
、
税
制
度
上
、
扶
養

親
族
と
し
て
定
額
減
税
の
対
象
外
の
方

②
低
所
得
世
帯
向
け
給
付
（
注
）
対
象
世
帯
の

世
帯
主
お
よ
び
世
帯
員
に
該
当
し
な
い
方

（
注
）
次
の
い
ず
れ
か
を
指
し
ま
す
。

・
令
和
５
年
度
非
課
税
世
帯
お
よ
び
均
等
割
の

み
課
税
世
帯
向
け
給
付
金

・
令
和
６
年
度
新
規
非
課
税
世
帯
お
よ
び
新
規

均
等
割
の
み
課
税
世
帯
向
け
給
付
金

給
付
額

〈
不
足
額
給
付
Ⅰ
〉

　
不
足
す
る
額
（
本
来
給
付
す
る
べ
き
額
と
実

際
に
給
付
し
た
額
と
の
差
額
）
を
１
万
円
単
位

で
切
り
上
げ
た
額

〈
不
足
額
給
付
Ⅱ
〉

　
一
律
４
万
円

　
市
は
、
ペ
イ
ジ
ー
口
座
振
替
受
付
サ
ー
ビ
ス

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
印
鑑
は
不
要
で
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
本

人
確
認
書
類
が
あ
れ
ば
税
務
課
（
４
番
窓
口
）

で
簡
単
に
口
座
振
替
依
頼
が
で
き
る
便
利
な

サ
ー
ビ
ス
で
す
。来
庁
の
際
は
、ぜ
ひ
ペ
イ
ジ
ー

口
座
振
替
受
付
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て
く
だ
さ

い
。

利
用
で
き
る
税
・
保
険
料
な
ど

○

市
県
民
税
（
普
通
徴
収
）
○
固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税
○
軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）
○
国

民
健
康
保
険
料
（
普
通
徴
収
）
○
介
護
保
険
料

（
普
通
徴
収
）○
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料（
普

通
徴
収
）
○
保
育
料
○
副
食
費
○
市
営
住
宅
使

（
令
和
６
年
１
月
１
日
時
点
で
国
外
居
住
者

だ
っ
た
場
合
は
３
万
円
）

手
続
き

　
７
月
下
旬
以
降
、
対
象
者
に
確
認
書
な
ど
を

送
付
す
る
予
定
で
す
。詳
細
は
、市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
随
時
更
新
し
て
い
ま
す
。
併
せ
て
確
認
し

て
く
だ
さ
い
。

用
料
○
市
営
住
宅
駐
車
場
使
用
料
○
放
課
後
児

童
ク
ラ
ブ
負
担
金

利
用
で
き
る
金
融
機
関

○

四
国
銀
行
○
山
口
銀
行
○
広
島
信
用
金
庫
○

も
み
じ
銀
行
○
ひ
ろ
し
ま
農
業
協
同
組
合
○
西

京
銀
行
○
中
国
労
働
金
庫
○
ゆ
う
ち
ょ
銀
行

注
意
事
項

○

口
座
名
義
人
、
ま
た
は
納
税
義
務
者
以
外
の

方
が
手
続
き
す
る
際
は
、
原
則
委
任
状
が
必

要
で
す
。

○

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
種
類
に
よ
っ
て
は
、

取
り
扱
い
で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
詳
し
く
は「
大
竹
市　
ペ
イ
ジ
ー
」で
検
索
、

ま
た
は
税
務
課
に
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

定額減税・
補足給付金

（不足額給付）
問い合わせ　税務課　☎59-2128

税
や
保
険
料
、保
育
料
な
ど
の

口
座
振
替
手
続
き
が
簡
単
に

「
ペ
イ
ジ
ー
口
座
振
替
受
付
サ
ー
ビ
ス
」

　

―
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
本
人
確
認
書
類
で
手
続
き
Ｏ
Ｋ
―

　
　
　
　

問
い
合
わ
せ 

税
務
課　

☎
59
２
１
２
７

89 OTAKE 2025（令和7）.7OTAKE 2025（令和7）.7



insurance

※多数回該当：過去12カ月間で３回以上自己負担額が限度額に達した場合、４回目から限度額が下がります。
※世帯単位：加入している医療保険が異なる場合は合算できません。

※１　療養病床：主に慢性疾患など、症状は安定しているが長期の療養が必要な方のための病床（病棟）のことです。
※２　境界層該当者：老齢福祉年金受給者（全額支給停止を除く）で、同一世帯の世帯員全員が住民税非課税世帯の方です。
※３　指定難病患者の方は300円、平成28年３月31日時点で既に１年以上精神病床に入院しており、引き続き入院している方は260円になります。
※４　管理栄養士または栄養士による栄養管理などが行われている保険医療機関の場合です。それ以外は470円になります。
※５　指定難病患者の方は０円になります。

（表４）　限度額認定証（認定証）自己負担限度額・標準負担額一覧

（表３）　窓口負担２割の対象となるかどうかの主な判定の流れ

・後期高齢者医療被保険者の自己負担限度額

・後期高齢者医療被保険者の入院時の標準負担額

区　分
自己負担限度額（月額）

外来（個人単位） 外来＋入院（※世帯単位）

住民税課税世帯

現役並み所得者Ⅲ 課税所得
690万円～

252,600円＋（医療費－842,000円）×1％
（140,100円）（※多数回該当）

現役並み所得者Ⅱ 課税所得
380万円～

167,400円＋（医療費－558,000円）×1％
（93,000円）（※多数回該当）

現役並み所得者Ⅰ 課税所得
145万円～

80,100円＋（医療費－267,000円）×1％
（44,400円）（※多数回該当）

一般Ⅱ 2割負担

18,000円または、6,000円＋（医
療費－30,000円）×10％の低いほ
うを適用（８月～翌年の７月の年
間限度額は144,000円）

57,600円
（44,400円）

（※多数回該当）
一般Ⅰ 1割負担

18,000円
（８月～翌年の７月の年間限度額
は144,000円）

住民税非課税世帯
低所得者Ⅱ

8,000円
24,600円

低所得者Ⅰ 15,000円

区　分 標準負担額（1食）
療養病床※1入院の場合の標準負担額
食費（１食） 居住費（１日）

現役Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、一般Ⅰ・Ⅱ 510円※3 510円※4 370円※5
低所得者Ⅱ 240円  　 240円  　 370円※5

長期入院該当者 190円  　 240円  　 370円※5
低所得者Ⅰ

110円  　
140円  　 370円※5

老齢福祉年金受給者
110円  　 0円　

境界層該当者※２

現役並み所得者※4に該当するか

世帯内75歳以上の方※1のうち
課税所得※2が28万円以上の方がいるか

世帯に75歳以上の方※1が
２人以上いるか

「年金収入※3＋その他の
合計所得金額※5」が
200万円以上か

世帯全員が

３割
世帯全員が

１割 １割 ２割 世帯全員が

１割
世帯全員が

２割

「年金収入※3＋その他の
合計所得金額※5」の
合計が320万円以上か

該当しない該当する

いない いる

１人だけ

200万円
未満

200万円
以上

320万円
未満

320万円
以上

２人以上

※１ 後期高齢者医療の被保険者とは
 75歳以上の方（65～74歳で一定の

障害の状態にあると広域連合から
認定を受けた方を含む）

※２ 「課税所得」とは
 住民税納税通知書の「課税標準」の

額（前年の収入から、給与所得控除
や公的年金等控除、所得控除（基礎
控除や社会保険料控除等）を差し引
いた後の金額）です。

※３ 「年金収入」には遺族年金や障害年
金は含みません。

※４ 課税所得 145 万円以上かつ収入額
の合計が、383万円（単身世帯の場
合。複数世帯の場合は、520万円）以
上で、医療費の窓口負担割合が３割
の方。

※５ 「その他の合計所得金額」とは
 事業収入や給与収入等から、必要経

費や給与所得控除等を差し引いた
後の金額のことです。

後期高齢者医療被保険者

（注１） 昭和20年１月２日以降に生まれた70歳以上の国保被保険者の属する
世帯の基礎控除後の課税所得額の合計額が210万円以下の場合も2割
負担になります。

（注２） 単身世帯とは、同一世帯の被保険者が1人の世帯。複数世帯とは、同
一世帯に被保険者が2人以上いる世帯です。

 なお、国保の方で世帯に国保から後期高齢者医療制度に移行した方が
いる場合は、その方の収入も合算します。

※１　栄養士による食事療養が行われているなど、一定の要件を満たす届け出をしている医療機関に入院したとき。それ以外は、470円となります。
※２　過去12カ月で90日を超える入院があった場合に長期入院該当となります。
※３　国民健康保険の場合は、「同一世帯の世帯主および国保被保険者」となります。

（表１）　負担割合の判定基準
【国保】

同一世帯の70歳以上75歳未満の
国保被保険者の住民税課税所得の金額 負担割合

145万円以上 ３割
145万円未満 ２割

同一世帯の国保被保険者および
70歳以上75歳未満の世帯員の収入合計 負担割合

複数世帯…520万円未満
単身世帯…383万円未満 ２割

※ただし、住民税課税所得が145万円以上でも次の場合は、基
準収入額適用申請により負担割合が変わります。

（注３） 課税所得とは、地方税法上の扶養控除など各種控除後の所得のことです。
（注４） 収入とは、「住民税の課税所得額の計算上収入金額とすべき収入」の

ことです。
 （例）令和７年８月～令和８年７月の判定…令和６年中（１月～ 12月）

の収入であり、令和７年１月１日の属する年度分の地方税の規定によ
る住民税の課税所得額の計算上収入額とすべき金額（事業・不動産な
どの収入も含む）。

（表２）　限度額認定証（認定証）自己負担限度額・標準負担額一覧

70歳未満の方

70歳以上の方

区　分 自己負担限度額
（1カ月）

標準負担額
（1食）

療養病床入院の場合の標準負担額
食費（1食） 居住費（1日）

基礎控除後の「総所得金額等」が
９０１万円を超える世帯

（認定証に「ア」と表記）

252,600円＋（医療費－842,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から140,100円となります。

510円 510円
（※1）

370円

基礎控除後の「総所得金額等」が
６００万円を超え９０１万円以下の世帯

（認定証に「イ」と表記）

167,400円＋（医療費－558,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から93,000円となります。

基礎控除後の「総所得金額等」が
２１０万円を超え６００万円以下の世帯

（認定証に「ウ」と表記）

80,100円＋（医療費－267,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から44,400円となります。

基礎控除後の「総所得金額等」が
２１０万円以下の世帯

（認定証に「エ」と表記）

57,600円
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から44,400円となります。

住民税非課税世帯
同一世帯の世帯主、被保険者全員が

住民税非課税の世帯
（認定証に「オ」と表記）

35,400円
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から24,600円となります。

240円
長期入院該当
190円（※2）

240円 370円〔　　〕

区　分 自己負担限度額
（1カ月）

標準負担額
（1食）

療養病床入院の場合の標準負担額
食費（1食） 居住費（1日）

現役並み所得者
資格確認書などの

負担割合が3割

Ⅲ
（認定証は不要）
課税所得690万円以上

252,600円＋（医療費－842,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から140,100円となります。

510円 510円
（※1）

370円

Ⅱ
課税所得380万円以上
　　　　690万円未満

167,400円＋（医療費－558,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から93,000円となります。

Ⅰ
課税所得145万円以上
　　　　380万円未満

80,100円＋（医療費－267,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から44,400円となります。

一　般
資格確認書などの負担割合が2割で住民税課税世帯

（認定証は不要）

入院 ：57,600円
（4回目以降は44,400円）

外来 ：18,000円
（8月～翌年7月の年間限度額は144,000円）

住
民
税
非
課
税
世
帯

低所得者Ⅱ
同一世帯の世帯員全員※3が住民税非課税

（認定証に「区分Ⅱ」と表記）

入院 ：24,600円

外来 ：  8,000円

240円
長期入院該当

190円 ※2
240円 370円

低所得者Ⅰ
同一世帯の世帯員全員※3が住民税非課税で、世帯
の各所得が必要経費・控除（年金の所得は控除額を
80.67万円で計算）を差し引いたときに0円となる方

（認定証に「区分Ⅰ」と表記）

入院 ：15,000円

外来 ：  8,000円
110円 140円 370円

〔　　〕

国保被保険者
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国民健康保険の保険料率
　国民健康保険料は、医療分、後期高齢者支援金分（支援金分）と介護分で構成され、それぞれ所得割、均等割と平等割を合計した
額が賦課されます。

医療分
（加入者全員）

支援金分
（加入者全員）

介護分
（40歳から64歳の方） 計　算　方　法

①所得割 8.35％ 2.84％ 2.34％ 基準総所得金額×所得割率
②均等割   36,113円   11,600円   11,067円 均等割×世帯内の加入者数
③平等割   23,594円     7,579円     5,354円 １世帯当たりの金額

賦課限度額 660,000円 260,000円 170,000円 ①から③の合計額の上限
※65歳以上の加入者は介護保険料個別納付になるため、介護分の負担はありません。
※所得割の算定に用いる「基準総所得金額」とは、令和６年中の総所得金額等から43万円を差し引いた金額です。ここでいう「総所

得金額等」とは、給与所得や申告分離課税の配当所得などの各種所得の合計額で、各種所得控除を差し引く前の金額です（国民
健康保険では退職所得は含みません）。所得割の算定では、雑損失の繰越控除の適用はありません。

国民健康保険料の軽減
（１）低所得世帯にかかる保険料の軽減
　次の所得の世帯の方は、保険料の均等割額と平等割額が軽減されます。

擬制世帯主と国民健康保険加入者の令和６年中の総所得金額等の合計額 軽減割合
　 43万円以下の世帯＋10万円×(給与所得者等の数－1) ７割

43万円＋(30万5千円×加入者数)＋10万円×(給与所得者等の数－1)以下の世帯 ５割
43万円＋(56万円×加入者数)＋10万円×(給与所得者等の数－1)以下の世帯　　 ２割

※給与所得者等とは、給与所得者（給与収入55万円超え）と公的年金等の支給（60万円超え（65歳未満）または110万円超え（65歳
以上））を受けるもの。

（２）未就学児にかかる保険料の軽減
　 　子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、未就学児（平成31年４月２日以降生まれの方）にかかる保険料の均等割額が5割軽

減されます。「（１）低所得世帯にかかる保険料の軽減」に該当する世帯は、軽減後の均等割額から５割軽減されます。
所得の基準による均等割額の軽減 未就学児以外の方の均等割軽減割合 未就学児の均等割額軽減割合

７割軽減世帯 ７割 8.5割
５割軽減世帯 ５割 7.5割
２割軽減世帯 ２割 ６割
軽減なし世帯 軽減なし ５割

（３）産前産後期間の保険料の軽減
　 　出産（予定）被保険者に係る産前産後期間相当分の均等割保険料及び所得割保険料を免除します。出産の予定日（出産日）が属

する月の前月から出産の予定日（出産日）が属する月の翌々月の計４カ月分の保険料を減額します。多胎妊娠・出産の場合は、出
産の予定日（出産日）が属する月の３カ月前から６カ月間を減額します。産前産後期間の軽減（出産予定日の6カ月前から届け出
可能）を受けるには届け出が必要です。

後期高齢者医療保険料の軽減
　○均等割額の軽減

世帯内の被保険者と世帯主の前年所得の合計額
（　　部分は★「年金・給与所得者」の数が２人以上の場合に計算します） 軽減後の均等割額

43万円＋10万円×（年金・給与所得者の数－１）以下の場合 ７割軽減
14,886円／年

43万円 ＋ （30万５千円 × 世帯内の被保険者数）
　　　　  ＋10万円×（年金・給与所得者の数－１）以下の場合

５割軽減
24,810円／年

43万円 ＋ （56万円 × 世帯内の被保険者数）
　　　　  ＋10万円×（年金・給与所得者の数－１）以下の場合

２割軽減
39,696円／年

　　★「年金・給与所得者」とは、給与所得または公的年金等に係る雑所得がある方です。
　　 ㊟均等割額の軽減は、世帯内の被保険者と世帯主の所得の合計で判定します。ただし、次の①・②については所得割額で用い

る総所得金額等とは取り扱いが異なります。
　　①　 65歳以上の方で公的年金等控除の適用がある方は、公的年金等に係る所得から15万円を限度として控除します。ただし、

障害認定（65歳）の被保険者で保険料算定に64歳時の所得・課税情報を使用する対象者は含まれません。
　　②　「専従者控除」、「居住用財産や収用により譲渡した場合等の課税の特例」の適用はありません。

　　※ 後期高齢者医療制度加入直前に、国保および国保組合を除く健保組合などの被扶養者であった方については資格取得後２
年を経過する月までの間に限り、均等割額が５割軽減となり、所得割額の負担はありません。ただし、表中の均等割額の７
割軽減にも該当する方については、７割軽減が適用されます。

　　※ 軽減判定は、賦課期日（令和７年４月１日または資格取得日）時点で行われます。賦課期日後に世帯異動があった場合でも
再判定は行いません。

　　※所得などの申告がない場合は、軽減されないことがあります。

※１ 所得割額＝｛総所得金額等（※２）－基礎控除（※３）｝×所得割率（9.63％）
※２  総所得金額等とは、収入から控除額等を差し引いて算出される金額のことで、社会保険料控除等の各種所得控除前の金額

です。また、退職所得以外の分離課税の所得金額も総所得金額等に含まれます。
※３  基礎控除は、前年の合計所得金額から43万円を差し引いた金額です（所得により例外もあります）。

均等割額
49,621円

所得割額
所得割率9.63％（※１）
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が
年
額
18
万
円
以

上
◆
普
通
徴
収

　
︵
納
付
書
払
い
・
口
座
振
替
︶

　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合

○

年
金
受
給
額
が
年
額
18
万
円
未
満

○

65
歳
に
な
っ
た
ば
か
り

○

大
竹
市
に
転
入
し
た
ば
か
り

○

そ
の
他
特
別
な
事
由
に
よ
り
特

別
徴
収
が
で
き
な
い
方

問い合わせ
　税務課　☎59-2128

介
護
保
険

保
険
料
率
が
決
ま
り
ま
し
た

国
民
健
康
保
険

介
護
保
険

後
期
高
齢
者
医
療
保
険

―
決
定
額
・
納
付
書
は
７
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
―

第１号被保険者の介護保険料
段　階 対　　　　象　　　　者 年間保険料

第１段階
老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税の方または生活保護を受給している方

17,168円

世帯全員が住民税非課税
本人の前年の合計所得金額（課税年金
収入に係る雑所得を除く）と課税年金
収入の合計

80万9千円以下

第２段階 80万9千円超え
120万円以下 29,216円

第３段階 120万円超え 41,264円

第４段階 本人が住民税非課税で
世帯の誰かが住民税課税

80万9千円以下 54,216円

第５段階 80万9千円超え 60,240円

第６段階

本人が住民税課税 本人の前年の合計所得金額

120万円未満 72,288円

第７段階 120万円以上
210万円未満 78,312円

第８段階 210万円以上
320万円未満 90,360円

第９段階 320万円以上
420万円未満 102,408円

第10段階 420万円以上
520万円未満 114,456円

第11段階 520万円以上
620万円未満 126,504円

第12段階 620万円以上
720万円未満 138,552円

第13段階 720万円以上 144,576円

※「世帯」とは、毎年４月１日時点（年度途中に65歳になった方や転入した方は、それぞれ誕生日の前日・転入日）の住民基本台帳（住民票）の世帯です。
※介護保険料の算定に使用する「合計所得金額」とは、事業所得や給与所得などの各種所得の合計額で、社会保険料控除などの各種所得控除を差し引く前の金額です。
※ 合計所得金額は、繰越損失がある場合、損失の繰越控除前の金額を合計します。租税特別措置法に規定される長期譲渡所得等に係る特別控除がある場合は、適用後

の金額となります。
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